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新  旧  対  照  表 
○申告書等閲覧サービスの実施について                                             （注）下線を付した部分が、改正部分である。 
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改  正  後 改  正  前 

 

申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針） 

 

（目的） 

申告書等の閲覧については、法令等により定められたものではないが、「財務省設置法」

（平成11年法律第95号）第19条に規定された国税庁の任務である「内国税の適正かつ公平な

賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達」に資するため、行政サービスとしてこれを実施

することとし、その事務処理要領を定めるものである（本事務運営指針において、当該行政

サービスを「申告書等閲覧サービス」という。）。 

なお、本事務処理要領により行う申告書等閲覧サービスは、「行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律」（平成15年法律第58号）に規定する保有個人情報の開示請求制度と

は異なるものであるが、同法の規定を踏まえ、納税者又はその代理人から当該納税者に係る

申告書等の閲覧申請を受けた場合の対応について、当該納税者及び第三者の個人情報を保護

する見地から必要な措置を講ずるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針） 

 

（目的） 

申告書等の閲覧については、法令等により定められたものではないが、「財務省設置法」

（平成11年法律第95号）第19条に規定された国税庁の任務である「内国税の適正かつ公平な

賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達」に資するため、行政サービスとしてこれを実施

することとし、その事務処理要領を定めるものである（本事務運営指針において、当該行政

サービスを「申告書等閲覧サービス」という。）。 

なお、本事務処理要領により行う申告書等閲覧サービスは、「行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律」（平成15年法律第58号。以下「行政機関個人情報保護法」という。）

に規定する保有個人情報の開示請求制度とは異なるものであるが、同法の規定を踏まえ、納

税者又はその代理人から当該納税者に係る申告書等の閲覧申請を受けた場合の対応につい

て、当該納税者及び第三者の個人情報を保護する見地から必要な措置を講ずるものである。 
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改  正  後 改  正  前 

（別添） 

申告書等閲覧サービスの実施について 

 

 

第１ （省 略） 

 

第２ 申告書等閲覧サービスの事務処理要領 

 １ （省 略） 

 

 ２ 申告書等閲覧サービスの対象文書 

申告書等閲覧サービスの対象とする申告書等は、次に掲げる行政文書（ｅ－Ｔａｘによ

り提出されたものを含む。）とする。 

なお、原則として、税務署の庁舎内で保有している申告書等を閲覧に供することとする

が、申告書等を作成するために不可欠であると認められる場合には、集中簿書庫等で保管

する申告書等についても閲覧に供して差し支えない。 

① 所得税及び復興特別所得税申告書 

② 法人税、地方法人税及び復興特別法人税申告書 

③ 消費税及び地方消費税申告書 

④ 相続税申告書 

⑤ 贈与税申告書 

⑥ 酒税納税申告書 

⑦ 間接諸税に係る申告書 

⑧ 各種の申請書、請求書、届出書及び報告書等 

⑨ 納税者が上記の申告書等に添付して提出した書類（青色申告決算書や収支内訳書など

申告書等とともに保存している書類を含み、所得税及び復興特別所得税申告書に係る医

療費の領収書など申告書等閲覧サービスの対象としてなじまない書類を除く。） 

（注） 「申告書」には確定（納税）申告書（清算確定申告を除く。）のほか修正申告書、

中間申告書、準確定申告書、訂正申告書、還付申告書を含む。 

 

３ 閲覧申請の受付 

(1) （省 略） 

(2) 受付方法 

管理運営部門の窓口担当者は、納税者等又はその代理人から、様式１－１「申告書等

閲覧申請書」（以下「閲覧申請書」という。）の提出を受け、その記載内容を確認する

とともに、閲覧申請をした者（以下「閲覧申請者」という。）が納税者等又はその代理

人本人であることを確認する。 

（別添） 

申告書等閲覧サービスの実施について 

 

 

第１ （同 左） 

 

第２ 申告書等閲覧サービスの事務処理要領 

 １ （同 左） 

  

 ２ 申告書等閲覧サービスの対象文書 

申告書等閲覧サービスの対象とする申告書等は、次に掲げる行政文書（ｅ－Ｔａｘによ

り提出されたものを含む。）とする。 

なお、原則として、税務署の庁舎内で保有している申告書等を閲覧に供することとする

が、申告書等を作成するために不可欠であると認められる場合には、集中簿書庫等で保管

する申告書等についても閲覧に供して差し支えない。 

① 所得税申告書 

② 法人税申告書 

③ 消費税及び地方消費税申告書 

④ 相続税申告書 

⑤ 贈与税申告書 

⑥ 酒税納税申告書 

⑦ 間接諸税に係る申告書 

⑧ 各種の申請書、請求書、届出書及び報告書等 

⑨ 納税者が上記の申告書等に添付して提出した書類（青色申告決算書や収支内訳書など

申告書等とともに保存している書類を含み、所得税申告書に係る医療費の領収書など申

告書等閲覧サービスの対象としてなじまない書類を除く。） 

（注） 「申告書」には確定（納税）申告書（清算確定申告を除く。）のほか修正申告書、

中間申告書、準確定申告書、訂正申告書、還付申告書を含む。 

 

３ 閲覧申請の受付 

(1) （同 左） 

(2) 受付方法 

管理運営部門の窓口担当者は、納税者等又はその代理人から、様式１－１「申告書等

閲覧申請書」（以下「閲覧申請書」という。）の提出を受け、その記載内容を確認する

とともに、閲覧申請をした者（以下「閲覧申請者」という。）が納税者等又はその代理

人本人であることを確認する。 
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改  正  後 改  正  前 

なお、申告書等閲覧サービスは、本人確認を行った上で税務署の窓口で行うものであ

るから、送付（郵送等）による申請は受け付けない。電話等による問合せがあった場合

には、閲覧申請に係る手続など一般的な説明のみを行うことに留意する。 

 

４ 本人確認及び代理権限の確認等 

管理運営部門の窓口担当者は、閲覧申請時（即時閲覧を実施しない場合の閲覧実施時を

含む。）に、他人になりすまして虚偽の申請を行うことを防止し、納税者情報の保護を図

るために、閲覧申請者が納税者等本人であることの確認又は代理人からの申請である場合

の代理人本人であること及び代理権限の確認を次に掲げる方法により行う。 

なお、管理運営部門の窓口担当者は、本人確認及び代理権限の確認等を行ったことを記

録として残す目的で、本人確認に使用した書類（以下「本人確認書類」という。）に記載

された識別番号等の記録をとることを説明し、閲覧申請者の了解を得た上で、識別番号等

を閲覧申請書の「税務署整理欄」に記録することとする。ただし、閲覧申請者の同意が得

られない場合には、その旨を記載するものとする。 

 

(1) 閲覧申請者が納税者等の場合 

閲覧申請書に記載されている閲覧申請者の氏名及び住所又は居所と同一の氏名及び

住所又は居所が記載されている次に掲げる書類のいずれかの提示を受けることにより

本人確認を行う。 

① 運転免許証 

② 健康保険等の被保険者証 

③ 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44第１項に規定する住民基本台帳

カード 

④ 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する在留カ

ード 

⑤ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法（平成３年法律第71号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書 

⑥ 上記①ないし⑤以外の法律又は当該法律に基づく命令の規定により交付された書

類であって、当該閲覧申請者が本人であることが確認できるもの 

 

（注１） 本人であることの確認書類のうち、運転免許証等の顔写真により本人であるこ

とを照合できるものの提示がない場合で、本人であることについて疑義が生じた

ときは、閲覧申請者が持参した確認書類や申告書等を参照して、生年月日、家族

構成、家族の氏名・生年月日などを聴取して本人確認を行う。この場合、閲覧申

請書の「備考」欄に、本人確認の状況等について、例えば「家族の氏名と続柄、

年齢（又は生年月日）を聴取」などと記載する。 

なお、申告書等閲覧サービスは、本人確認を行った上で税務署の窓口で行うものであ

るから送付（郵送等）による申請は受け付けない。電話等による問い合わせがあった場

合には、閲覧申請に係る手続など一般的な説明のみを行うことに留意する。 

 

４ 本人確認及び代理権限の確認等 

管理運営部門の窓口担当者は、閲覧申請時（即時閲覧を実施しない場合の閲覧実施時を

含む。）に、他人になりすまして虚偽の申請を行うことを防止し、納税者情報の保護を図

るために、閲覧申請者が納税者等本人であることの確認又は代理人からの申請である場合

の代理人本人であること及び代理権限の確認を、閲覧申請時（即時閲覧を実施しない場合

の閲覧実施時を含む。）に、次に掲げる方法により行う。 

なお、管理運営部門の窓口担当者は、本人確認及び代理権限の確認等を行ったことを記

録として残す目的で、本人確認に使用した書類（以下「本人確認書類」という。）に記載

された識別番号等の記録をとることを説明し、閲覧申請者の了解を得た上で、識別番号等

を閲覧申請書の「税務署整理欄」に記録することとする。ただし、閲覧申請者の同意が得

られない場合には、その旨を記載するものとする。 

(1) 閲覧申請者が納税者等の場合 

閲覧申請書に記載されている閲覧申請者の氏名及び住所又は居所と同一の氏名及び

住所又は居所が記載されている次に掲げる書類のいずれかの提示を受けることにより

本人確認を行う。 

① 運転免許証 

② 健康保険等の被保険者証 

③ 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44第１項に規定する住民基本台帳

カード 

④ 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する在留カ

ード 

⑤ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法（平成３年法律第71号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書 

⑥ 上記④又は⑤とみなされる外国人登録証明書 

⑦ 上記以外の法律又は当該法律に基づく命令の規定により交付された書類であって、

当該閲覧申請者が本人であることが確認できるもの 

（注）１ 本人であることの確認書類のうち、運転免許証等の顔写真により本人であるこ

とを照合できるものの提示がない場合で本人であることについて疑義が生じた

ときは、閲覧申請者が持参した確認書類や申告書等を参照して、生年月日、家族

構成、家族の氏名・生年月日などを聴取して本人確認を行う。この場合、閲覧申

請書の「備考」欄に、本人確認の状況等について、例えば「家族の氏名と続柄、

年齢（又は生年月日）を聴取」などと記載する。 
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改  正  後 改  正  前 

（注２） 共同で提出された相続税申告書については、共同で提出した納税者全員が来署

し、全員の氏名が記載された閲覧申請書を提出した場合又は共同提出した納税者

の一部から閲覧申請がなされた場合で、閲覧申請者以外の共同提出した納税者全

員の委任状（実印（届出印）が押印されたもの（以下同じ）。）及び印鑑登録証

明書（申請日前30日以内に発行されたものに限る。以下「印鑑証明」という。）

の添付がある閲覧申請書の提出があったときに限り、当該申告書全体の閲覧に応

ずることとし、閲覧申請者以外の共同提出した納税者全員の委任状及び印鑑証明

の添付がない場合には、閲覧申請者及び委任状等を添付した納税者に係る情報と

認められる部分（行政機関個人情報保護法第12条に基づく開示請求があった場合

の開示の対象となる範囲に準じる。）のみの閲覧を認める。 

なお、各納税者が各別に提出した相続税申告書については、当該申告書を提出

した納税者からの閲覧申請（代理人による申請を含む。）に限り、閲覧を認める。 

（注３） 共同で提出された準確定申告書について、当該申告書を共同で提出した相続人

から閲覧申請がされた場合（当該申告書に署名・押印された相続人全員からの申

請であるか、一部の者からの申請であるかは問わない。）は、閲覧を認める。 

なお、各相続人が各別に提出した準確定申告書については、当該申告書を提出

した相続人からの閲覧申請（代理人による申請を含む。）に限り、閲覧を認める。 

（注４） 死亡した個人が生前に提出した申告書等については、相続人全員が来署し、全

員の氏名が記載された閲覧申請書を提出した場合又は閲覧申請者以外の相続人

全員の委任状及び印鑑証明を持参した一部の相続人が閲覧申請書を提出した場

合に限り、閲覧を認めることとする。この場合には、死亡した個人と相続人全員

の親族関係が確認できる戸籍謄（抄）本の提出を求める。 

なお、相続放棄した相続人がいる場合には、相続放棄の事実を書面により確認

する。この場合、相続放棄した相続人に係る委任状の提出は要しない。 

（注５） 法人に係る申告書等の閲覧申請書に記載された法人の代表者の氏名が、税務署

で把握している当該法人の代表者の氏名と異なる場合は、登記事項証明書（商業

登記法（昭和38年法律第125号）第10条）により正当な代表者であることの証明

を求める。 

（注６） 除却処理した法人の申告書等については、当該法人が事業を再開した場合など、

申告書等を提出する義務があり、これを履行するために必要と認められる場合に

限り、閲覧を認める。 

（注７） 代表清算人又は破産管財人からの閲覧申請については、その目的が「申告書等

の作成のため」である場合に限り、閲覧を認める。 

（削 除） 

 

 

２ 共同で提出された相続税申告書については、共同で提出した納税者全員が来署

し、全員の氏名が記載された閲覧申請書を提出した場合又は共同提出した納税者

の一部から閲覧申請がなされた場合で、当該閲覧申請者以外の共同提出した納税

者全員の委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたものに限

る。以下「印鑑証明」という。）の添付がある閲覧申請書の提出があったときに

限り、当該申告書全体の閲覧に応ずることとし、共同提出した納税者全員の委任

状及び印鑑証明の添付がない場合には、閲覧申請者及び委任状等を添付した納税

者に係る情報と認められる部分（行政機関個人情報保護法第12条に基づく開示請

求があった場合の開示の対象となる範囲に準じる。）のみの閲覧を認める。 

なお、各納税者が各別に提出した相続税申告書については、当該申告書を提出

した納税者からの閲覧申請（代理人による申請を含む。）に限り、閲覧を認める。 

 

３ 共同で提出された準確定申告書について、当該申告書を共同で提出した相続人

から閲覧申請がされた場合（当該申告書に署名・押印された相続人全員からの申

請であるか、一部の者からの申請であるかは問わない。）は、閲覧を認める。 

なお、各相続人が各別に提出した準確定申告書については、当該申告書を提出

した相続人からの閲覧申請（代理人による申請を含む。）に限り、閲覧を認める。 

４ 死亡した個人が生前に提出した申告書等については、相続人全員が来署し、全

員の氏名が記載された閲覧申請書を提出した場合又はほかの相続人全員の委任

状及び印鑑証明を持参した一部の相続人が閲覧申請書を提出した場合に限り、閲

覧を認めることとする。この場合には、死亡した個人と相続人全員の親族関係が

確認できる戸籍謄（抄）本の提出を求める。 

なお、相続放棄した相続人がいる場合には、相続放棄の事実を書面により確認

する。この場合、相続放棄した相続人に係る委任状の提出は要しない。 

５ 法人に係る申告書等の閲覧申請書に記載された法人の代表者の氏名が、税務署

で把握している当該法人の代表者の氏名と異なる場合は、登記事項証明書（商業

登記法（昭和38年法律第125条）第10条）により正当な代表者であることの証明

を求める。 

６ 除却処理した法人の申告書等については、当該法人が事業を再開した場合な

ど、申告書等を提出する義務があり、これを履行するために必要と認められる場

合に限り、閲覧を認める。 

７ 代表清算人又は破産管財人からの閲覧申請については、その目的が「申告書等

の作成のため」である場合に限り、閲覧を認める。 

８ 中長期在留者又は特別永住者が所持する外国人登録証明書は、「出入国管理及

び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法の一部を改正する等法律の施行に伴う関係政令の整備
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(2) 閲覧申請者が代理人の場合 

代理人による閲覧申請については、上記(1)に掲げる書類のいずれかの提示を求めて

代理人本人であることを確認するとともに、次のイ～ホに掲げる代理人の区分ごとに記

載された書類のいずれかの提示（代理人が納税管理人の場合を除く。）を求めて、代理

人であることを確認する。 

さらに、様式１－２「委任状」及び印鑑証明の提出を求めて、申告書等を閲覧するこ

とについて納税者等から委任されている事実を確認する。 

なお、申告書等の種類とその閲覧を認める者は、別表<申告書等の分類と閲覧を認め

る者の対比表>のとおりである。 

イ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第548号）

第11条第３項に規定する書類（戸籍謄（抄）本、家庭裁判所の証明書（家事事件手続

法(平成23年法律第52号）第47条第１項）又は登記事項証明書（後見登記等に関する

法律（平成11年法律第152号）第10条第１項）で申請日前30日以内に発行されたもの

に限る。） 

（注） 上記法定代理人については、委任状及び印鑑証明の提出は要しない。 

ロ 配偶者及び４親等以内の親族（納税者が個人である場合に限る。） 

戸籍謄（抄）本、住民票の写し（申請日前30日以内に発行されたものに限る。）又

は健康保険等の被保険者証等で本人との親族関係が確認できるもの 

ハ 納税管理人 

署内に保有している納税管理人の届出書 

（注） 納税管理人については、納税者本人の委任状（※実印以外での押印でも差し

支えない。）の提出は要するが、印鑑証明の提出は要しない。 

ニ 税理士、弁護士、行政書士 

資格士業の証明書（税理士証票、弁護士の身分証明書、行政書士証票）（注１参照） 

及び経過措置に関する政令（平成23年政令第421号）附則第２条により、次に掲

げる日まで在留カード又は特別永住者証明書とみなされ、引き続き使用可能であ

ることに留意する。 

① 在留カードとみなされる期限（中長期在留者）：永住者は平成27年７月８日、

それ以外の者は在留期間の満了の日。ただし、平成24年７月９日に16歳未満の

場合で16歳の誕生日の方が早いときは、当該誕生日。これらのほか、在留資格

が「特定活動」の場合は例外あり。 

② 特別永住者証明書とみなされる期限（特別永住者）：外国人登録証明書に記

載されている旧外国人登録法に基づく次回確認（切替）申請期間の始期である

誕生日又は平成27年７月８日のいずれか遅い日。ただし、平成24年７月９日に

16歳未満の場合は16歳の誕生日。 

(2) 閲覧申請者が代理人の場合 

代理人による閲覧申請については、前記(1)に掲げる書類のいずれかの提示を求めて

代理人本人であることを確認するとともに、次のイ～ホに掲げる代理人の区分ごとに記

載された書類のいずれかの提示を求めて、代理人であることを確認する。 

さらに、様式１－２「委任状」及び印鑑証明の提出を求めて、申告書等を閲覧するこ

とについて納税者等から委任されている事実を確認する。 

なお、申告書等の種類とその閲覧を認める者は、別表<申告書等の分類と閲覧を認め

る者の対比表>のとおりである。 

 

イ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第598号）

第11条第３項に規定する書類（戸籍謄（抄）本、家庭裁判所の証明書（家事審判規則

(昭和22年最高裁判所規則第15号）第12条第２項）又は登記事項証明書（後見登記等

に関する法律（平成11年法律152号）第10条）で申請日前30日以内に発行されたもの

に限る。） 

（注） 上記法定代理人については、委任状及び印鑑証明の提出は要しない。 

ロ 配偶者及び４親等以内の親族 

戸籍謄（抄）本、住民票の写し（申請日前30日以内に発行されたものに限る。）又

は健康保険等の被保険者証等で本人との親族関係が確認できるもの 

ハ 納税管理人 

納税管理人の届出書 

（注） 納税管理人については、納税者本人の委任状の提出は要するが、印鑑証明の

提出は要しない。 

ニ 税理士、弁護士、行政書士 

資格士業の証明書（税理士証票、弁護士の身分証明書、行政書士証票）（注１参照） 
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（注） 行政書士については、その業務として作成できる書類（石油ガス税等に係るも

の）に限る。 

ホ 法人の役員又は従業員 

役員又は従業員の地位を証する書類 

（注１） 運転免許証（税理士証票（これを持参していない場合は税理士バッジと運転免

許証）、弁護士の身分証明書（これを持参していない場合は弁護士記章（バッジ）

と運転免許証）、行政書士証票（これを持参していない場合は行政書士記章（バ

ッジ）と運転免許証））等の顔写真により代理人本人であることが確認できるも

の以外のもので代理人本人の確認を行う場合は、当人が持参した確認書類や納税

者又は代理人の申告書等を参照して、生年月日、家族構成、家族の氏名・生年月

日などを聴取することにより確認する。それでもなお代理人本人であることの確

認ができない場合は、納税者等に対して電話により委任の事実を確認する。 

（注２） 申告書等の閲覧は税務代理行為に当たらないため、税理士（通知弁護士を含む。）

が申告書等に添付した税務代理権限証書に基づき、納税者等に代わって閲覧する

ことは認められず、委任状の提出が必要となることに留意する。 

（注３） 共同で提出された相続税申告書について代理人から閲覧申請がなされた場合に

は、共同提出した納税者全員の委任状及び印鑑証明が添付されている閲覧申請書

の提出がされた場合に限り、当該申告書全体を閲覧させることとし、共同提出し

た納税者全員の委任状及び印鑑証明の添付がない場合は、委任状及び印鑑証明を

添付した納税者に係る情報と認められる部分（行政機関個人情報保護法第12条に

基づく開示請求があった場合の開示の対象となる範囲に準じる。）のみ閲覧に供

する。 

（注４） 共同で提出された準確定申告書について、当該申告書を共同で提出した相続人

の代理人（当該申告書に署名・押印された相続人全員の代理人であるか、一部の

者の代理人であるかは問わない。）からの閲覧申請がなされた場合は、当該申告

書全体を閲覧に供する。 

（注５） 死亡した個人が生前に提出した申告書等についての代理人からの閲覧申請は、

相続人全員の委任状及び印鑑証明、死亡した個人と相続人全員の親族関係が把握

できる戸籍謄（抄）本の添付がある場合に限り、当該申告書を閲覧に供する。 

なお、相続放棄している者がいる場合には、相続放棄の事実を書面により確認

する。この場合、当該相続放棄している者に係る委任状の提出は要しない。 

（注６） 委任状に記載されている納税者等の署名の筆跡と閲覧申請書等に記載される閲

覧申請者の筆跡が同一である場合や、いずれかが肉筆でない場合など、その記載

内容に少しでも疑義がある場合は、納税者等に対して電話により委任の事実を確

認する。 

また、法人の申告書等の閲覧申請の委任状に記載された法人の代表者の氏名

（注） 行政書士については、その業務として作成できる書類に限る。 

 

ホ 法人の役員又は従業員 

役員又は従業員の地位を証する書類 

（注）１ 運転免許証（税理士証票（これを持参していない場合は税理士バッジと運転免

許証）、弁護士の身分証明書（これを持参していない場合は弁護士記章（バッジ）

と運転免許証）、行政書士証票（これを持参していない場合は行政書士記章（バ

ッジ）と運転免許証））等の顔写真により代理人本人であることが確認できるも

の以外のもので代理人本人の確認を行う場合は、当人が持参した確認書類や納税

者又は代理人の申告書等を参照して、生年月日、家族構成、家族の氏名・生年月

日などを聴取することにより確認する。それでもなお代理人本人であることの確

認ができない場合は、納税者等に対して電話により委任の事実を確認する。 

２ 申告書等の閲覧は税務代理行為に当たらないため、税理士（通知弁護士を含

む。）が申告書等に添付した税務代理権限証書に基づき、納税者等に代わって閲

覧することは認められず、委任状の提出が必要となることに留意する。 

３ 共同で提出された相続税申告書について代理人から閲覧申請がなされた場合

には、共同提出した納税者全員の委任状及び印鑑証明が添付されている閲覧申請

書の提出がされた場合に限り、当該申告書全体を閲覧させることとし、共同提出

した納税者全員の委任状及び印鑑証明の添付がない場合は、委任状及び印鑑証明

を添付した納税者に係る情報と認められる部分（行政機関個人情報保護法第12条

に基づく開示請求があった場合の開示の対象となる範囲に準じる。）のみ閲覧に

供する。 

４ 共同で提出された準確定申告書について、当該申告書を共同で提出した相続人

の代理人（当該申告書に署名・押印された相続人全員の代理人であるか、一部の

者の代理人であるかは問わない。）からの閲覧申請がなされた場合は、当該申告

書全体を閲覧に供する。 

５ 死亡した個人が生前に提出した申告書等についての代理人からの閲覧申請は、

相続人全員の委任状及び印鑑証明、死亡した個人と相続人全員の親族関係が把握

できる戸籍謄（抄）本の添付がある場合に限り、当該申告書を閲覧に供する。 

なお、相続放棄している者がいる場合には、相続放棄の事実を書面により確認

する。この場合、当該相続放棄している者に係る委任状の提出は要しない。 

６ 委任状に記載されている納税者等の署名の筆跡と閲覧申請書等に記載される

閲覧申請者の筆跡が同一である場合や、いずれかが肉筆でない場合など、その記

載内容に少しでも疑義がある場合は、納税者等に対して電話により委任の事実を

確認する。 

また、法人の申告書等の閲覧申請の委任状に記載された法人の代表者の氏名
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が、税務署で把握している当該法人の代表者の氏名と異なる場合は、登記事項証

明書により正当な代表者であることの証明を求める。 

 

５ 閲覧の実施 

(1) 閲覧対象の申告書等の準備 

   イ・ロ （省 略） 

ハ 閲覧に供する日の留意点 

本人確認事務及び事務処理部分のマスキング処理を施した後、原則として、即時に

閲覧を実施する。 

申告書等が当該税務署以外の集中簿書庫等において管理されている場合やマスキ

ング処理に時間を要するなどの理由により、閲覧申請された日に閲覧を実施できない

場合は、申告書等保有部門と管理運営部門の担当者間で調整し、事務の繁閑を踏まえ

た上で、閲覧申請者とも協議して閲覧に供する日を定める。 

  (2) （省 略） 

(3) 閲覧中の対応 

閲覧に際しては、個人情報の保護及び行政文書の適切な管理の観点から、原則として、

管理運営部門の窓口担当者等が立ち会う。 

(4) （省 略） 

 

６ 閲覧の実施に際しての留意事項 

(1) 閲覧申請受付時における他の手続の教示 

閲覧申請の目的をよく確認し、例えば、金融機関や地方公共団体など第三者からの申

告内容の問合せに対する回答等に使用する場合など、納税者等が申告書等を作成するに

当たり、過去に提出した申告書等の内容を確認する必要があると認められる場合に該当

しないときは、申告書等閲覧サービスによる閲覧は認めない。この場合は、国税通則法

（昭和37年法律第66号）第123条第１項の規定に基づく納税証明制度（納税額用、所得

金額用）を教示する。 

また、行政機関個人情報保護法第12条の規定に基づく開示請求の申出がなされた場合

には、総務課に引き継ぐ。なお、同法に基づく開示請求については、原則として、開示

請求手数料が必要であること、写しの交付には手続上日数を要すること、法人に係る申

告書又は死亡した個人が生前に提出した申告書等は、いずれもそのほとんどが開示請求

の対象とならないことなどに留意する。 

(2) 第三者の立会いへの対応 

上記４の(2)に掲げる代理人及び税理士、弁護士又は行政書士の各事務所の事務員（行

政書士事務所の事務員については、行政書士が業務として作成できる書類に限る。以下

同じ。）については、納税者等が閲覧する際に、納税者等の承諾がある場合は、委任状

が、税務署で把握している当該法人の代表者の氏名と異なる場合は、登記事項証

明書により正当な代表者であることの証明を求める。 

 

５ 閲覧の実施 

(1) 閲覧対象の申告書等の準備 

   イ・ロ （同 左） 

ハ 閲覧に供する日の留意点 

本人確認事務及び事務処理部分のマスキング処理を施した後、原則として即時に閲

覧を実施する。 

申告書等が当該税務署以外の集中簿書庫等において管理されている場合やマスキ

ング処理に時間を要するなどの理由により、閲覧申請された日に閲覧を実施できない

場合は、申告書等保有部門と管理運営部門の担当者間で調整し、事務の繁閑を踏まえ

た上で、閲覧申請者とも協議して閲覧に供する日を定める。 

  (2) （同 左） 

(3) 閲覧中の対応 

閲覧に際しては、個人情報の保護及び行政文書の適切な管理の観点から、原則として

管理運営部門の窓口担当者等が立ち会う。 

(4) （同 左） 

 

６ 閲覧の実施に際しての留意事項 

(1) 閲覧申請受付時における他の手続の教示 

閲覧申請の目的をよく確認し、例えば、金融機関や地方公共団体など第三者からの申

告内容の問い合わせに対する回答等に使用する場合など、納税者等が申告書等を作成す

るに当たり、過去に提出した申告書等の内容を確認する必要があると認められる場合に

該当しないときは、申告書等閲覧サービスによる閲覧は認めない。この場合は、国税通

則法第123条の規定に基づく納税証明制度（納税額用、所得金額用）を教示する。 

また、行政機関個人情報保護法第12条の規定に基づく開示請求の申出がなされた場合

には、総務課に引き継ぐ。なお、同法に基づく開示請求については、原則として、開示

請求手数料が必要であること、写しの交付には手続上日数を要すること、法人に係る申

告書又は死亡した個人が生前に提出した申告書等は、いずれもそのほとんどが開示請求

の対象とならないことなどに留意する。 

 

(2) 第三者の立会いへの対応 

前記４の(2)に掲げる代理人及び税理士、弁護士又は行政書士の各事務所の事務員（行

政書士事務所の事務員については、行政書士が業務として作成できる書類に限る。以下

同じ。）については、納税者等が閲覧する際に、納税者等の承諾がある場合は、委任状
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改  正  後 改  正  前 

の提出がない場合についても、閲覧に立ち会い、代書することを認めて差し支えない。 

また、税理士、弁護士又は行政書士が代理人として閲覧する場合においても、当該税

理士、弁護士又は行政書士の各事務所の事務員が閲覧に立ち会い、代書することを認め

て差し支えない。 

なお、その際、立会者の本人確認を上記４の(1)に記載した書類又は資格士業の証明

書のいずれかにより行い、閲覧申請書の「備考」欄に立会いの事績を記録する。 

(3) 申告書等のコピーの交付等 

申告書等のコピーの交付、カメラ撮影及びスキャナーによる読み取り（以下「コピー

の交付等」という。）は、原則として、認めないこととする。 

ただし、災害等によって申告書等のみならず帳簿等も消失等しており、関与税理士等

にも保存がない、また、閲覧申請者が高齢者・障害者であり、申告書等を書き写すこと

が困難と認められるときなど、閲覧のみならずコピーの交付等を認めることについてや

むを得ないと認められる場合には、り災証明等によりその事実を確認した上で、申告書

等の作成に必要な部分（例えば、所得金額、税額、勘定科目内訳など申告書を作成する

ために必要な部分をいい、収受日付印、住所、氏名等の部分は含まない。）に限り、コ

ピーの交付等を認めて差し支えない。 

なお、コピーの交付等を認めた場合は、その理由を閲覧申請書の「備考」欄に記載す

る。 

(4) （省 略） 

  

 ７ 災害等により避難している被災者に対する対応 

(1) （省 略） 

  (2) 申告書等の閲覧申請者の本人確認 

申告書等の閲覧申請者の本人確認は、原則として、上記４に掲げる本人確認書類の提

示を受けることにより行う。 

なお、閲覧申請者から、本人確認書類を被災により消失等しているとの申出があった

場合は、キャッシュカードやクレジットカードなど本人のみが所持していると推定され

るものの提示を求めるとともに、申告書情報（本人の生年月日、家族の氏名、続柄、生

年月日、勤務先、所得の種類等複数の事実を確認する。）の調査を行った上、本人であ

ることを確認することとして差し支えない。 

この場合、閲覧申請書の「備考」欄に、当該本人確認方法等について、例えば「○月

○日、本人から生年月日、家族の氏名等を聴取し確認」等と記載する。 

(3) 代理権限の確認 

申告書等の閲覧申請者が代理人の場合には、原則として、別添様式１－２の「委任状」

及び印鑑証明の提出を求めて、申告書等を閲覧することについて納税者等から委任され

ている事実を確認するとともに、上記(2)に準じて代理人本人であることを確認する。 

の提出がない場合についても、閲覧に立ち会い、代書することを認めて差し支えない。 

また、税理士、弁護士又は行政書士が代理人として閲覧する場合においても、当該税

理士、弁護士又は行政書士の各事務所の事務員が閲覧に立ち会い、代書することを認め

て差し支えない。 

なお、その際、立会者の本人確認を前記４の(1)に記載した書類又は資格士業の証明

書のいずれかにより行い、閲覧申請書の「備考」欄に立会いの事績を記録する。 

(3) 申告書等のコピーの交付等 

申告書等のコピーの交付、カメラ撮影及びスキャナーによる読み取り（以下「コピー

の交付等」という。）は、原則として認めないこととする。 

ただし、災害等によって申告書等のみならず帳簿等も消失等しており、関与税理士等

にも保存がない、また、閲覧申請者が高齢者・障害者であり、申告書等を書き写すこと

が困難と認められるときなど、閲覧のみならずコピーの交付等を認めることについてや

むを得ないと認められる場合には、り災証明等によりその事実を確認した上で、申告書

等の作成に必要な部分（例えば、所得金額、税額、勘定科目内訳など申告書を作成する

ために必要な部分をいい、収受日付印、住所、氏名等の部分は含まない。）に限り、コ

ピーの交付等を認めて差し支えない。 

なお、コピーの交付等を認めた場合は、その理由を閲覧申請書の「備考」欄に記載す

る。 

(4) （同 左） 

  

 ７ 災害等により避難している被災者に対する対応 

(1) （同 左） 

  (2) 申告書等の閲覧申請者の本人確認 

申告書等の閲覧申請者の本人確認は、原則、上記４に掲げる本人確認書類の提示を受

けることにより行う。 

なお、閲覧申請者から、本人確認書類を被災により消失等しているとの申出があった

場合は、キャッシュカードやクレジットカードなど本人のみが所持していると推定され

るものの提示を求めるとともに、署内の申告書情報（本人の生年月日、家族の氏名、続

柄、生年月日、勤務先、所得の種類等複数の事実を確認する。）の調査を行った上、本

人であることを確認することとして差し支えない。 

この場合、閲覧申請書の「備考」欄に、当該本人確認方法等について、例えば「○月

○日、本人から生年月日、家族の氏名等を聴取し確認」等と記載する。 

(3) 代理権限の確認 

申告書等の閲覧申請者が代理人の場合には、原則、別添様式１－２の「委任状」及び

印鑑証明の提出を求めて、申告書等を閲覧することについて納税者等から委任されてい

る事実を確認するとともに、上記(2)に準じて代理人本人であることを確認する。 
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改  正  後 改  正  前 

なお、災害等により印鑑登録した印鑑を消失等した場合や市区町村の業務に支障が生

じている等のため委任者（納税者等）からの印鑑証明の提出が困難と認められる場合で、

委任者本人に対し、電話等により委任の事実が確認できたときは、当該印鑑証明の提出

を要しないこととして差し支えない。 

この場合、次の事項に留意する。 

・ 印鑑登録した印鑑を消失等している場合であっても、委任状は必要であるが、委任

状に押印する印鑑は印鑑登録した印鑑以外の印鑑で差し支えない。 

・ 閲覧申請書の「備考」欄に、当該委任者の確認方法等について、例えば「○月○日

委任者本人（090-0000-0000）に電話連絡し、委任者本人から生年月日、家族の氏名等

を聴取（本人の生年月日、家族の氏名、続柄、生年月日等複数の事実を確認する。）

した上で、委任の事実を確認」等と記載する。 

・ 代理人本人であることが確認できない場合は、閲覧を認めない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、災害等により印鑑登録した印鑑を消失等した場合や市区町村の業務に支障が生

じている等のため委任者（納税者等）からの印鑑証明の提出が困難と認められる場合で、

委任者本人に対し、電話等により委任の事実が確認できたときは、当該印鑑証明の提出

を要しないこととして差し支えない。 

この場合、次の事項に留意する。 

・ 印鑑登録した印鑑を消失等している場合であっても、委任状は必要であるが、委任

状に押印する印鑑は印鑑登録した印鑑以外の印鑑で差し支えない。 

・ 閲覧申請書の「備考」欄に、当該委任者の確認方法等について、例えば「○月○日

委任者本人（090-0000-0000）に電話連絡し、委任者本人から生年月日、家族の氏名等

を聴取（本人の生年月日、家族の氏名、続柄、生年月日等複数の事実を確認する。）

した上で、委任の事実を確認」等と記載する。 

・ 代理人本人であることが確認できない場合は、閲覧を認めない。 
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（別紙） 

申告書等閲覧サービスの実施について 

 

 

税務署では、納税者の皆様が過去の申告事績等を確認してじ後の適正な申告書等の作成を行

う場合に、「内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達」という行政

目的にかなう範囲で、税務署に提出されている申告書等（各種申請書、届出書、請求書を含み

ます。）を閲覧に供するサービスを実施しています。 

この閲覧サービスは、個人情報を保護する観点から次の要領で実施します。 

（注） この申告書等閲覧サービスは、申告書等を作成するに当たり、過去に提出した申告書

等の内容を確認する必要があると認められる場合に限って実施するものですので、これ

以外の目的（第三者からの申告内容の問合せに対する回答など）のためには利用するこ

とはできません。 

 

【実施要領】 

１ （省 略） 

 

２ 閲覧サービスの対象文書 

  所得税及び復興特別所得税申告書、法人税、地方法人税及び復興特別法人税申告書、消

費税及び地方消費税申告書、相続税申告書、贈与税申告書、酒税納税申告書、間接諸税の

申告書、各種申請書、届出書、請求書、報告書等及び納税者がこれらの申告書等に添付し

て提出された書類（例えば、青色申告決算書や収支内訳書などをいい、所得税及び復興特

別所得税申告書に添付された医療費の領収書等を除きます。） 

 

３ 閲覧申請者の範囲等 

申告書等の閲覧は、納税者本人（納税者には酒類販売業者等を含みます。）又はその代

理人が行うことができます。 

なお、次に掲げる場合には、納税者本人は、それぞれ次に掲げる方が該当します。 

(1) 法人（人格のない社団等を含みます。）が提出した申告書等を閲覧される場合：法人

の代表者（代表清算人及び破産管財人を含みます。） 

(2) 納税者の方が申告書等を提出する前に亡くなられた場合で相続人の方が提出した申

告書等又は亡くなられた方が生前に提出した申告書等を閲覧される場合：相続人 

また、代理人の範囲は次のとおりです。 

・ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

・ 配偶者及び４親等以内の親族（納税者が個人である場合に限る。） 

（別紙） 

申告書等閲覧サービスの実施について 

 

 

税務署では、納税者の皆様が過去の申告事績等を確認してじ後の適正な申告書等の作成を行

う場合に、「内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達」という行政

目的にかなう範囲で、税務署に提出されている申告書等（各種申請書、届出書、請求書を含み

ます。）を閲覧に供するサービスを実施しています。 

この閲覧サービスは、個人情報を保護する観点から次の要領で実施します。 

（注） この申告書等閲覧サービスは、申告書等を作成するに当たり、過去に提出した申告書

等の内容を確認する必要があると認められる場合に限って実施するものですので、これ

以外の目的（第三者からの申告内容の問い合わせに対する回答など）のためには利用す

ることはできません。 

 

【実施要領】 

１ （同 左） 

 

２ 閲覧サービスの対象文書 

  所得税申告書、法人税申告書、消費税及び地方消費税申告書、相続税申告書、贈与税申

告書、酒税納税申告書、間接諸税の申告書、各種申請書、届出書、請求書、報告書等及び

納税者がこれらの申告書等に添付して提出された書類（例えば、青色申告決算書や収支内

訳書などをいい、所得税申告書に添付された医療費の領収書等を除きます。） 

 

 

３ 閲覧申請者の範囲等 

申告書等の閲覧は、納税者本人（納税者には酒類販売業者等を含みます。）又はその代

理人が行うことができます。 

なお、次に掲げる場合には、納税者本人は、それぞれ次に掲げる方が該当します。 

(1) 法人（人格のない社団等を含みます。）が提出した申告書等を閲覧される場合：法人

の代表者（代表清算人及び破産管財人を含みます。） 

(2) 納税者の方が申告書等を提出する前に亡くなられた場合で相続人の方が提出した申

告書等又は亡くなられた方が生前に提出した申告書等を閲覧される場合：相続人 

また、代理人の範囲は次のとおりです。 

・ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

・ 配偶者及び４親等以内の親族 
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・ 納税管理人 

・ 税理士、弁護士、行政書士（行政書士については、その業務として作成できる書

類に限ります。） 

・ 当該法人の役員又は従業員 

 

４ 閲覧申請時に必要な書類等 

<納税者本人が閲覧を申請される場合> 

(1) 閲覧申請書に記載された閲覧申請をされる方の氏名及び住所又は居所と同一の氏名

及び住所又は居所が記載されている次に掲げる書類のいずれかを提示する必要があり

ます。 

① 運転免許証 

② 健康保険等の被保険者証 

③ 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44第１項に規定する住民基本台帳

カード 

④ 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する在留カ

ード 

⑤ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法（平成３年法律第71号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書 

⑥ 上記①ないし⑤以外の法律若しくはこれに基づく命令の規定により交付された書

類であって、当該閲覧申請をされる方が本人であることを確認することができるもの 

(2) 次に掲げる申告書等を閲覧される場合には、それぞれ次の書類の提出が必要となりま

す。 

① 共同で提出された相続税申告書 

その全体の閲覧を希望される場合には、閲覧申請をされる方以外の相続人全員の実

印を押印した委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）。 

② 亡くなられた方が生前に提出された申告書等 

相続人全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに閲覧申請をされる方以外の相続人

全員の実印を押印した委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたも

の）。 

（注） 運転免許証等により、顔写真で本人であることを照合できる場合を除き、い

くつかの質問をさせて頂くなどして本人であることを確認させていただきま

す。 

 

<代理人が閲覧を申請される場合> 

   代理人の区分ごとに次の書類の提示又は提出が必要となります。 

・ 納税管理人 

・ 税理士、弁護士、行政書士（行政書士については、その業務として作成できる書

類に限ります。） 

・ 当該法人の役員又は従業員 

 

４ 閲覧申請時に必要な書類等 

<納税者本人が閲覧を申請される場合> 

(1) 閲覧申請書に記載された閲覧申請をされる方の氏名及び住所又は居所と同一の氏名

及び住所又は居所が記載されている①運転免許証、②健康保険等の被保険者証、③住民

基本台帳法第30条の44第1項に規定する住民基本台帳カード、④出入国管理及び難民認

定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する在留カード、⑤日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第71

号）第７条第１項に規定する特別永住者証明書、⑥上記④又は⑤とみなされる外国人登

録証明書又は⑦①ないし⑥以外の法律若しくはこれに基づく命令の規定により交付さ

れた書類であって、当該閲覧申請をされる方が本人であることを確認することができる

ものが必要です。 

 

 

 

 

(2) 次に掲げる申告書等を閲覧される場合には、それぞれ次の書類が必要となります。 

① 共同で提出された相続税申告書 

その全体の閲覧を希望される場合には、閲覧申請をされる方以外の相続人全員の実

印を押印した委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）の添

付が必要です。 

② 亡くなられた方が生前に提出していた申告書等 

相続人全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに閲覧される方を除く相続人全員の

委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）が必要です。 

 

（注） 運転免許証等により、顔写真で本人であることを照合できる場合を除き、い

くつかの質問をさせて頂くなどして本人であることを確認させていただきま

す。 

 

<代理人が閲覧を申請される場合> 

前記の<納税者本人が閲覧を申請される場合>の⑴に記載した書類のいずれか並び

に納税者本人の実印（法人が作成した申告書等の場合、当該法人の（登記所への）届
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改  正  後 改  正  前 

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人

必要書類

未成年者又は
成年被後見人

の法定代理人

配偶者・4親
等以内の親族

納税管理人
税理士
弁護士

行政書士

法人の役員・
従業員

代理人本人であることを確認する書類 提示 提示 提示 提示 提示

委任状（納税者本人の実印（届出印）が押印されたもの） 提出
提出

※実印以外での押印でも

差し支えありません。

提出 提出

印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの） 提出 提出 提出

戸籍謄（抄）本、家庭裁判所の証明書又は登記事項証明書で申

請日前30日以内に発行されたもの
提示又は提出

戸籍謄（抄）本若しくは住民票の写し（申請日前30日以内に発

行されたもの）又は健康保険等の被保険者証等で本人との親族
関係が確認できるもの

提示又は提出

税理士証票、弁護士の身分証明書、行政書士証票 提示

役員又は従業員の地位を証する書類（社員証など） 提示

申告書等の分類
法人に係る
申告書等

個人に係る申告書等

 

 
 
 

（注１） 税理士証票、運転免許証等により顔写真で本人であることを照合できる場

合を除き、いくつかの質問により代理人本人であることを確認させて頂くほ

か、納税者本人に対して電話により委任の事実を確認することがあります。 

（注２） 税理士又は弁護士が代理する場合、申告書等の閲覧の代理は税務代理行為

に当たりませんので、申告書等に添付した税務代理権限証書に基づく閲覧は

できず、本人からの委任状等の提出が必要になります。 

（注３） 共同で提出された相続税申告書を閲覧される場合、共同提出した相続人全

員の実印を押印した委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行さ

れたもの）の提出が必要です。 

（注４） 亡くなられた方が生前に提出された申告書等を閲覧申請される場合、相続

人全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに相続人全員の実印を押印した委

任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）の提出が必

要です。 

 

５ （省 略） 

 

 

 

 

 

 

出印も可。）を押印した委任状（未成年者又は成年被後見人の法定代理人を除きます。）

及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの。未成年者又は成年被後見

人の法定代理人及び納税管理人を除きます。）に加えて、次の書類の提出又は提示が

必要です。 

・ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人の場合：戸籍謄（抄）本、家庭裁判所

の証明書又は登記事項証明書で申請日前30日以内に発行されたもの 

・ 配偶者及び４親等以内の親族の場合：戸籍謄（抄）本若しくは住民票の写しで

申請日前30日以内に発行されたもの又は健康保険等の被保険者証等で本人との

親族関係が確認できるもの 

・ 納税管理人の場合：納税管理人の届出書 

・ 税理士、弁護士、行政書士の場合：税理士証票、弁護士の身分証明書、行政書

士証票 

・ 当該法人の役員又は従業員である場合：役員又は従業員の地位を証する書類 

 

（注） 税理士証票、運転免許証等により顔写真で本人であることを照合できる場合

を除き、いくつかの質問により代理人本人であることを確認させて頂くほか、

納税者本人に対して電話により委任の事実を確認することがあります。 

また、税理士又は弁護士が代理する場合、申告書等の閲覧の代理は税務代理

行為に当たりませんので、申告書等に添付した税務代理権限証書に基づく閲覧

はできず、本人からの委任状等が別途必要になります。 

なお、亡くなられた方が生前に提出した申告書等を閲覧される場合、相続人

全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに相続人全員の委任状及び印鑑登録証

明書（申請日前30日以内に発行されたもの）が必要です。 

 

 

 

 

 

５ （同 左） 
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改  正  後 改  正  前 

（様式１－１の表面） 

 

（様式１－１の表面） 
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○申告書等閲覧サービスの実施について                                             （注）下線を付した部分が、改正部分である。 
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改  正  後 改  正  前 

（様式１－１の裏面） 

 

 

 

 

１～４ （省 略） 

 

５ その他 

次の(1)から(3)に該当する場合には、閲覧申請される方の本人確認書類（表面の【税務署

整理欄】の「申請者本人確認」欄参照）のほか、以下の書類の提示又は提出が必要となりま

す。 

(1) 代理人の方が閲覧申請される場合 

代理人の区分ごとにおける必要書類は、下図のとおりとなります。 

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人

必要書類

未成年者又は
成年被後見人

の法定代理人

配偶者・4親
等以内の親族

納税管理人
税理士
弁護士

行政書士

法人の役員・
従業員

代理人本人であることを確認する書類 提示 提示 提示 提示 提示

委任状（納税者本人の実印（届出印）が押印されたもの） 提出
提出

※実印以外での押印でも

差し支えありません。

提出 提出

印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの） 提出 提出 提出

戸籍謄（抄）本、家庭裁判所の証明書又は登記事項証明書で申

請日前30日以内に発行されたもの
提示又は提出

戸籍謄（抄）本若しくは住民票の写し（申請日前30日以内に発

行されたもの）又は健康保険等の被保険者証等で本人との親族
関係が確認できるもの

提示又は提出

税理士証票、弁護士の身分証明書、行政書士証票 提示

役員又は従業員の地位を証する書類（社員証など） 提示

申告書等の分類
法人に係る
申告書等

個人に係る申告書等

 
※ 代理人になれる方は、納税者の配偶者、４親等以内の親族、未成年者又は成年被後

見人の法定代理人、納税管理人、税理士、弁護士、行政書士、法人の役員又は従業員

に限られています。 

(2) 共同で提出された相続税申告書を閲覧される場合 

その全体を閲覧するためには、共同で提出した相続人全員の実印を押印した委任状及び

印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）の提出が必要です。 

(3) 亡くなられた方が生前に提出された申告書等を閲覧される場合 

相続人全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに相続人全員の実印を押印した委任状及

び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）の提出が必要です。 

 

 

 

（様式１－１の裏面） 

 

 

 

 

１～４ （同 左） 

 

５ その他 

次の(1)から(3)に該当する場合には、閲覧申請される方の本人確認書類のほか、以下の書

類が必要となります。 

 

(1) 代理人の方が閲覧申請する場合 

納税者の方からの委任状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）が

必要です（未成年者又は成年被後見人の法定代理人は除く。）。また、代理人になること

ができる方であることが確認できる書類が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 代理人になれる方は、納税者の配偶者、４親等以内の親族、未成年者又は成年被後

見人の法定代理人、納税管理人、税理士、弁護士、行政書士、法人の役員又は従業員

に限られています。 

(2) 共同で提出された相続税申告書を閲覧する場合 

その全体を閲覧するためには、閲覧される方を除く共同提出された方全員の委任状及び

印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）が必要です。 

(3) 亡くなられた方が生前に提出されていた申告書等を閲覧される場合 

相続人全員を明らかにする戸籍謄（抄）本並びに閲覧される方を除く相続人全員の委任

状及び印鑑登録証明書（申請日前30日以内に発行されたもの）が必要です。 

 

 

 

「申告書等閲覧申請書」の記載要領等 「申告書等閲覧申請書」の記載要領等 
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改  正  後 改  正  前 

（様式１－２の表面） 

 

（様式１－２の表面） 
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改  正  後 改  正  前 

（様式１－２の裏面） 

 

 

 

 

１ （省 略） 

 

２ 「閲覧対象書類」欄 

(1)～(3) 

(4) 「被相続人の住所・氏名」欄 

閲覧対象書類が、亡くなられた方が生前に提出された申告書等、準確定申告書、相続税

申告書を閲覧する場合は、被相続人の住所、氏名を記載してください。 

 

３ 「委任者」欄 

(1) （省 略） 

(2) 「氏名又は法人名及び代表者氏名」欄 

委任者は、氏名を自書するとともに実印（届出印）を押印し、印鑑登録証明書を添付し

てください。ただし、代理人が納税管理人の場合は実印以外での押印でも差し支えありま

せん。 

法人に係る申告書等を閲覧する場合は、法人の名称及び代表者の氏名を記載し、法人の

（登記所への）届出印又は代表者個人の実印を押印してください。 

委任者は、氏名を自書するとともに実印（届出印）を押印し、印鑑登録証明書を添付し

てください。 

(3) （省 略） 

 

（様式１－２の裏面） 

 

 

 

 

１ （同 左） 

 

２ 「閲覧対象書類」欄 

(1)～(3) 

(4) 「被相続人の住所・氏名」欄 

閲覧対象書類が、亡くなられた方が生前に提出した申告書等、準確定申告書、相続税申

告書を閲覧する場合は、被相続人の住所、氏名を記載してください。 

 

３ 「委任者」欄 

(1) （同 左） 

(2) 「氏名又は法人名及び代表者氏名」欄 

委任者は、氏名を自書するとともに実印（届出印）を押印し、印鑑登録証明書を添付し

てください。 

法人に係る申告書等を閲覧する場合は、法人の名称及び代表者の氏名を記載し、法人の

（登記所への）届出印又は代表者個人の実印を押印してください。 

委任者は、氏名を自書するとともに実印（届出印）を押印し、印鑑登録証明書を添付し

てください。 

 

(3) （同 左） 

 

 

 

「委任状」の記載要領等 「委任状」の記載要領等 


